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It is likely that the duration of chemotherapy after sur ical treatment for pulmonary tuber

culosis is shortened in accordance with the development of chemotherapy, however, it is not clear 

whether this is true or not. The Subcommittee on Sur ical Treatment of RYOKEN carried out this 

study to clarify the present duration of postoperative chemotherapy and to prepare a material for 

determinin the appropriate duration of postoperative chemotherapy for pulmonary tuberculosis.

Out of 1325 cases who were treated sur ically durin 1973 and 1974 at 47 institutions belon in 

to Tuberculosis Research Committee, 492 cases in which the duration of postoperative chemothe

rapy, pre- and postoperative back round factors were known, were subjected to this study.

Cases were divided into two roups; a group operated in 1973 and a group operated in 1974. 

The duration of postoperative chemotherapy in both roups were classified into four cate ories; 

within 6 months, 6 to 12 months, 12 to 18 months and 18 to 24 months. In each cate ory, the 

proportion of cases by several factors such as pre- or postoperative back round factors, sur ical 

procedures applied, postoperative complication or sputum findin and duration of postoperative 

hospitalization were calculated. Then these rates in group 1973 and in group 1974 were compared. 

Moreover, the rates in each cate ory were calculated on all cases operated in both years. Finally, 

the main purposes of postoperative chemotherapy were investi ated.

The results were as follows: 1) Duration of postoperative chemotherapy in group 1974 was 

shorter than that in group 1973. Accordin to analysis by District, duration of postoperative 

chemotherapy in KANTO district was remarkably shortened durin one year. In the other districts, 

however, it did not show si nificant decrease during one year. 2) Duration of postoperative 

chemotherapy was remarkably shortened in the cases with favourable background factors such as 

youn er a e, ne ative sputum before operation, good lung function before operation, without 

residual lesion and resection except pneumonectomy. 3) Even among cases who developed post

operative complications or positive sputum, about two thirds of them completed chemotherapy

* From the Research Committee RYOKEN c/o Inform . JATA, Suidobashi Bld, 1-3-12, Misaki-cho,
 Chiyoda-ku, Tokyo 101 Japan.
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within one year after operation. 4) It is likely that the duration of postoperative chemotherapy 

will be shortened further due to the following reasons; the duration of postoperative chemotherapy 

was proportional to the duration of postoperative hospitalization, about one fourth of cases 

without residual lesion continued postoperative chemotherapy for more than 12 months, postoperative 

chemotherapy was administrated for prevention of postoperative complications or as a routine 

practice in 71% of all cases, and the difference in the duration of postoperative chemotherapy by 

district became smaller.

1.　 ま え お き

薬剤 の無用長期間使用は極力避けねばな らないが,い

まだ に術後 の化学療法期間(以 下術後化療期間 と略す)

を決定す る確た る研究はほ とん ど報告 され ていない。術

後 の悪化率や排菌率 などと対比 した研究か ら,大 体1年

ない し1年 半 の化学療法が必要 であ ろ うとされ てきた1)。

最近結核病巣 内の結核菌 に対す るRFPの 効果が明 らか

に され2)3),そ の使用が 拡大 され るにつれて4)術 後化療

期 間は短縮 され る もの と推測 され る。 しか し,適 正な術

後化療期 間を決 める ことは,前 向きの研究 を行 なわない

限 り極 めて困難である。

そ こで療研外科療 法研究科会 では,今 回術後化療期間

の実態解明の研究を行なつ た。

II.　研究対象および研 究方 法

昭和48,49年 の2年 間に療 研傘下 の47施 設 で外科療

法を行なつた1,325例 の うち,術 後化療 期間が明 らか で

あ り,か つ術前術後の背景因子 も明 らかな492例 を研 究

対象 とした。

対象症例を次 の2群 に分けた。第1群 は昭和48年 の

手術例(48群,244例),第2群 は昭和49年 の手術例(49

群,248例)で あ る。 両群 とも術後化療期間を6ヵ 月以

内,6～12ヵ 月,12～18ヵ 月,18～24ヵ 月の4期 間に

区分 した。各区分 のなか で占める術前 ・術後背景因子,

適応術式,術 後合併症,排 菌,術 後入院期間な ど諸因子

別 の頻度 を検索 し,48群 と49群 とを比較検討す るととも

に,2年 間の全例について も諸因子別 の頻度を検索 した。

III.　成 績

1.　 全対象例の術後化療 期間

化療期間12ヵ 月以下例は48群 の49.6%に 比 し,49

群では71.0%と 著明に増 加 し,こ の1年 間に術後 の化

療期間は著 し く短縮 してい る。両群 を合計す る と,化 療

期間12ヵ 月以下例が60.4%と な り,全 体 の過半数 を占

め る(表1)。

2.　 地区別にみた術後化療期間

48群 では近畿以 西地区(B地 区)に 地 して中部以東地

区(A地 区)で 化療期間 の長 いものが多い。 しか し49群

ではA地 区 とB地 区 との差は縮 ま り,術 後化療期間12カ

月以下例 はA地 区の70.2%に 対 して,B地 区では72.0

%で あ る。特 に関東地 区の化療期間 は著 し く短縮 され,

術後化療 期間12ヵ 月以下 例が48群 の41.6%に 比 して,

49群 では72.1%に 上昇 し,近 畿地区 の79.5%に 近づい

てい る。 しか し両群 を合計 した上 でA地 区 とB地 区 とを

比 較 してみ ると,前 者の術後化療期間 は後者 のそれに比

し,依 然 として長 い(表1)。

3.　 術前背景 因子別 にみた術後化療期間

ａ.　倥別:男 女 とも術後化療 期間12ヵ 月以下例は48

群に比 し49群 で有意に多 く,特 に女性 では80.7%の 高

率に達 してい る。両群 を合計 してみ ると化療期 間の短 い

ものが男性 よ りも女性で明 らかに多い(表2)。

b.　年齢別:各 年齢層 とも,術 後化療 期間12ヵ 月以

下例は48群 に比 し,49群 で明 らかに高率を占め る。特

に29歳 以下例で著明な差を示 し,化 療期間は著 しく短縮

してい る。両群を合計 してみて も,29歳 以下例の化療期

間 は30～49歳 例のそれに比 して短い(表2)。

c.　術前 の菌所見別:術 前 の喀疾中 の結核菌培 養陽性

例(術 前菌陽性例)の 化療期間は48群 と49群 との間で

有意差 を示 さないが,術 前培養陰性 の場合術後化療期間

12ヵ 月以下例 は,48群 に比 し49群 で著明に増加 してい

る。 両群 を合計 してみ ると,術 後化療期間12ヵ 月以下

例は培 養陽性例 と陰性例 との間 で有意差を示 さないが,

12～18ヵ 月例は,培 養陰 性例 よりも培養陽性例 で明らか

に多い(表3)。

4.　 適応 術式別にみた術後 化療期 間

適応術式を全切,全 切以外 の切除,胸 成,そ の他手術

の4種 類に分けて術後化療期間を比較 してみ た。全切以

外切除 の場合,術 後化療期間12ヵ 月以下 例は48群 に比

して49群 で著 しく高率を占め るが,そ の他 の 術式 では

48群 と49群 との間に有意差 を認めない0両 群 を合計 し

てみ ると,術 後化療期間12ヵ 月以下例は 各 適応術式 間

で有意差を示 さないが,そ の他手術では全切や全切以外

の切除 に比 して;12～18ヵ 月の比較的長期化療 例が多い。

切除 と胸成,切 除 と切除以外 の手術を比較 してみ ると,

いずれ も切除 の方で化療期間 の短 いものが多い(表4)。

5.　 術 後背景 因子別 にみた術後化療期間

a.　術後残存病巣の有無別 二術後6力 月 目に おけ る残
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存病巣 の有無別 と術後化療期間 との関係 をみ ると,化 療

期 間12ヵ 月以下例 は,残 存病巣 あ り例 でもなし例 でも,

48群 に比 し49群 で高率を 占める。特に残存病巣な し例

では,化 療期間6ヵ 月以下例が48群 の5.6%か ら49群

では18.9%と 上昇 してい る。両群を合計 してみ ると,

術後残存病巣あ り例では残存病巣な し例に比 して化療 期

間は明 らかに延長 してい る。 また残存病 巣の うち空 洞例

では,非 空洞例 よ りも長期の化療 例が多 くな る傾 向を示

すが,有 意差 はない(表5)。

b.　術後の%VC別:術 後化療期間12ヵ 月以下例は,

各%VCの 段階 で,48群 よ りも49群 で高率を示 し,

特に%VC71以 上例 で著 明に増加 している。両群を合

計 してみ ると,%VC50以 下例 でやや長い 化療期間を

とつているが,有 意差 はない(表6)。

c.　術後 の指数別:術 後 の指数41～60例 ,61以 上例

におけ る 術後化療期間12ヵ 月以下例は48群 よ りも49

群 で高率を示す。 しか し両群を合計 してみ ると,術 後の

指数40以 下例で化療期間がやや延 長す る傾 向にあ るが,

有意差はない(表7)。

6.　 術後合併 症,術 後 排菌 の術後化療期間へ与 える影

響

術 後の合併症発生例 と術後排菌例 とでみ ると,術 後化

療 期間12ヵ 月以下例 は48群 の4.1%に 対 して49群 で

は2.3%,12～24ヵ 月例はそれぞれ3.3%,1.4%を 示

し,合 併症 の発生や排菌 をみ ても,そ の過半数は12カ

月以 内に化療 を終 了 している(表8)。

7.　 術後 の入院期間別にみた術後化療期間

術後化療期間12ヵ 月以下例は,入 院期間6ヵ 月 以下

例 でも,6～12ヵ 月例で も,48群 よ り49群 で高率 を占

め,同 じ入院期間例で も,49群 の方が早期 に化療 を打 ち

切ってい る。両群を合計 してみ ると,入 院期間が短 い も

のほ ど化療期間が短い(表9)。

8.　 術 後化療 の主 目的

個人調査票 に術後化療 の主 目的 を主治医に記入 しても

らっ た。そ のチ ェックには ダブル チェ ック方式を採用 し

た。そ の結果に よると,合 併症や悪化 の予防を主 目的 と

した ものが過半数(60.5%)を 占め る。 また習慣 として術

後 の化療 を行 なつた とした ものも11.2%を 数え,49群

でそ の率が高い。それに比 して治療を主 目的 とした もの

は1/3に 満たず,し か もその率は48群 と49群 との間 で

差を認めない(表10a)。

治療を主 目的 とした もので も,術 後化療期間12ヵ 月

以下例は48群(42.3%)よ り49群(61.8%)で 高率 を示す。

また予防,習 慣 を主 目的 とす るものの 術後化療期間12

ヵ月以下 例は,49群 で73.0%,48群 で53.5%を 示 し,

前群 で著 しく高率 である。両群を合計 してみ ると,治 療

を主 目的 とした ものの術後化療期間は予防,習 慣を主 目

的 とした ものよ りも長い(表10b)。

IV.　考 案

術 後の適正 な化療期 間を決 めるには,対 照実験が必要

であ り,前 向きの研究 を行 なわ ない限 り不可能 であ る。

療研 では昭和49年 度 の研究課題 として,「短期化学療法

に関す る研究」が取 り上げ られた。そ こで,療 研外科療

法研究科会 でも,外 科療法後におけ る化療期間 の実態を

明らかに し,将 来へ向かっ てい ささかな りとも役立たせ

よ うとして本研究を行なつた。

幸いに も本研究はRFPの 使用 が比較 的制限 され てい

た昭和48年 か ら始 め られ てお り,日 本結核病学会治療

委員会か ら 「結核 化学療法 に関す る見解」4)が 出され た

昭和49年 に及んでい るので,2年 間 の変化 を 追及す る

ことが可能 となった。

49群 では48群 に比 して,術 後化療期間は著 し く短縮

し,か つ地 区別 の差 も少 な くなっ ている。 これは昭和43

年 以来 のRFPに 関す る研究成果が漸 く術後の化療期間

の短縮化 にも影響を及ぼ してきたため といえ る。 しか し,

このよ うな時期におい ても,地 区別の差 は少ないなが ら

存在 し,最 も著明な変動を示 した関東地方で も,術 後12

ヵ月以内 の化療例は72.1%で あ り,近 畿地方 の79.5%

に及ぼず,九 州,中 部地方ではいずれ も65%以 下 であ

る。関東地方におけ る著 しい術 後化療期 間の短縮 は,化

療期間短縮 化の 試みや5)6)病巣内 の結核菌培養成績 に関

す る研究2)3)が よ り精力的に行なわれ た こと,そ の研究

成績 の臨床的普及が早かつ た こと,48年 までの術後化療

期 間が長期 に過 ぎたこ となどに帰す ることが できる。

術後 の化学療法期間は術前,術 後 の背景因子に よつ て

異 にすべ きであるとい うのが従来 の態度であった。その

是非は別 として,術 前,術 後の背景因子か ら術後化療期

間を追及 してみ る。

性別 では48群 で も49群 で も女性の方が早 く化療 を終

了 してい るのであ るが,男 女別 の入院 期間に差 はないの

であ るか ら7),化 療期 間の男女差 は退院後 の因子 によつ

て影 響 され るため と考 えざるをえない。

年 齢別 では若 い ものほ ど術後化療期間 の短縮化が 目立

つた。特 に49群 の29歳 以下例 では約80%が 術後12カ

月以 内に化療 を終 了している。 ここで奇異に感ず ること

は,30～49歳 例の方が50歳 以上例 よ りも治療期間がや

や長 いことである。 入院期間 も また30～49歳 例の方が

50歳 以上例 よ りも長 かつた7)。これは30～49歳 例に外

科的 の不良条件 例が多かつたため とも一応考 え られ るが,

確た る原因は明 らかにできない。

術前の菌所 見別 にみた術後 の化療期間 では,術 前菌陰

性の場合著 しい短縮化 が認 め られ るのに,菌 陽性 の場合

にはわずかの短縮傾 向が認 め られ るにす ぎない。術前菌

陽性例では多剤耐 性例 が多 いこ と,残 存病巣 あ り例が多

いこ とは想像 に難 くな く,こ れ らの条件が術後合併症を
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高 くする とい う成績8)に 従つ て,前 述 の成績が 出た もの

と考え られ る。 手術 手技 の進歩 をみた現状や 切除例 の術

後経過9)か らみてかか る考 え方が必ず しも妥 当 と い え

ず,再 検討 の必要があ ろ う。

術後6ヵ 月 目の残存病巣あ り例の術後化療はな し例の

それに比 して延長 してい るが,49群 では残存病巣の有無

にはあま りこだわ らず化療を終了す る傾向が伺え る。以

上 の事実 か らみ て,術 後化療期間は残存病巣 の所見 よ り

も,術 前の菌所 見に重 きをおいて決定 され てい るといえ

る。

適応術 式別では全 切以外 切除例 の術後期 間に著 しい短

縮が認め られ るのに,そ の他 の術式 では48群 と49群 と

の間に有意差がなかつた。術 後の入院期間 も全切 以外 の

切除例で短かつた ことか ら7)10),良 好 な背景例 が多かつ

た とみな して よい。 しか し化学療法や手術 手技の進 歩工

夫,手 術創 の治癒過 程,結 核病巣の形態別にみた化学療

法 の効果,切 除肺病巣内 の結核菌培養陽性率3)な どか ら

み て,前 述 の術後化学療法 の態度には新 しい観点か ら再

検討 を加 えることが必要 と考え られ る。事実術後の合併

症発生率 は低 く,た とえ合併症 の発生をみて もその大部

分 は術後半年 以内に起 こ り,そ の後 の合併症発生は ご く

少数 に とどまる11)ので,合 併症 の発生予防を 目的 として

術 後12ヵ 月以上 の長期化療 を行 な うことは不必要 とい

え る。本研究でみて も,術 後 の合併症や排菌 は2.8%に

す ぎず,し か も積極的治i療に よつ て そ の2/3は12ヵ 月

以内の術後化療で 治癒 してい る。 昭和45年 に行 なつ た

療研 の研究10)によると,術 後合併症の発生率 は3.1%に

す ぎず,し か も合併症に対す る積極的な治療 に より合併

症は容易に制御 され,合 併症の発生が入院期間長期化の

原 因に はなつ ていない ことが明 らかに されてい る。 この

事実 も術後化療期間 のあ り方を考慮す る うえで一つの参

考 となろ う。

理論 的には,術 後 の肺機能低下 自体が術後化療期間へ

影響 を与える ことはない。 しか し実地臨床 では低肺機能

例であ るがゆえに合併症 を極 力さけ ようとす ること,低

肺 機能例では病巣広範,菌 陽性 な どの悪条件が重 なる傾

向があ ることな どが頭に浮 かぶ ことは事実 である。 こ う

した ことが反映 してか,48群 に比 して49群 では%VC

71以 上例 の術後化療期間が 著 明に 短縮 してい るのに,

70以 下例 ではそれほ どの 差はみ られなかつた。 術後の

指数 でもほぼ似た成績が認め られた。すなわち術後肺機

能 の よいものほ ど術後化療期間が短縮 していたのであ る。

これ も反 省な く過去 の成績に よ りかか り過 ぎてい る結果

と判断 して大過 ないであろ う。

い ま表9か ら算出 した術後 の入院 期間 と表1か ら計算

した術後の化療期間 とを比較 してみ ると,1年 間 の変動

は入院期間 よ りも化療期間で 目立つてい る。すなわち化

学療法 の進歩は術後 の入院期間 よ りも術後の化学療法へ

大 きな影響を及ぼ してい るといえ るであろ う。

術後化療 の主 目的 とい う主 観的立場か ら検 討 してみる

と,48群 と49群 との間におけ る残存 病巣,排 菌,合 併

症 などの治療を 目的 とした もの と合併症発生の予防を 目

的 とした もの との間に有意差を見出せず,習 慣 として術

後化療 を行 なつ ているのだ とい う意識が伺え る。 しか も

治療 を主 目的 とした もの よりも,予 防や習慣 などを主 目

的 とした ものにおいて,術 後化療期間 が短縮 している。

したがつて術後の化療 期問は今後更 に短縮 され る可能性

があ るといえ る。

V.　 結 論

肺結核外科療法後 の化学療法期間の実態を明 らかにす

るた め本研究を行なつた。

昭和48・49年 の2年 間に,療 研傘下 の47施 設で外科

療法 を行 ない,術 後化療期間お よび検討諸因子が明 らか

な492例 を対象 とした。

1.　 昭和49年 の手術例(49群)の 術後化療期間は昭和

48年 の手術例(48群)の 術後化療期間に比 して短縮 して

い る。地 区別 にみ ると,関 東地 方におけ る1年 間 の術後

化療期間は著 しく短縮 しているが,そ の他地区 では両群

間に有意差 を認めない。

2.　若年 層例,術 前結核菌培養陰性例,全 切 以外 の切

除例,術 後残存病巣な し例,術 後肺機能 良好例 な どの術

後化療期間は著明に短縮 してい る。

3.　 術後の合併症発生例,排 菌 例で も,そ の約2/3は

術後1年 以内に化療を終了 してい る。

4.　 術後 の長期入院例に化療期間の長い ものが多い こ

と,術 後残存病巣 なし例 の 約1/4が12ヵ 月以上の化療

を行なつ ているこ と,合 併症発生予防や習慣 として術後

化療 を行 なつ ている ものが全例 の71%に 及んでい るこ

と,地 区別 の術後化療期間 の差が縮 まつ てい ることな ど

を考え併 せ るとき,術 後 の化療期間 は今後更 に短縮 され

る可能 性があ る。

(この論文の要 旨は担当幹事安 野博が昭和50年9月 第

28回 日本胸部外科学会総会で発表 し,こ こにま とめた。

本研究は厚生省科学補助金に よつた ものであ る。 ここに

感謝 の意を表す る。)
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